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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第149期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 

  

回次 第148期中 第149期中 第150期中 第148期 第149期 

会計期間 

自 平成17年 
  4月１日 
至 平成17年 
  9月30日 

自 平成18年
  4月１日 
至 平成18年 
  9月30日 

自 平成19年
  4月１日 
至 平成19年 
  9月30日 

自 平成17年 
  4月１日 
至 平成18年 
  3月31日 

自 平成18年
  4月１日 
至 平成19年 
  3月31日 

売上高 (百万円) 16,934 18,673 18,781 35,880 39,182

経常利益 (百万円) 1,735 2,433 1,966 4,100 5,546

中間(当期)純利益 (百万円) 1,454 1,405 1,172 2,885 3,237

純資産額 (百万円) 17,475 20,120 22,433 19,290 21,781

総資産額 (百万円) 46,162 51,005 52,218 49,429 52,938

１株当たり純資産額 (円) 236.58 272.33 303.83 261.00 294.91

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 19.69 19.04 15.89 38.82 43.86

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.9 39.4 42.9 39.0 41.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,222 1,457 △447 4,017 2,665

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △546 △706 △270 △915 △839

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,364 △876 122 △2,718 △1,480

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 5,256 6,207 6,078 6,333 6,678

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
724 
(76)

743
(84)

756
(105)

726 
(77)

738
(85)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」につい

ては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 純資産額の算定にあたり、第149期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 

  

回次 第148期中 第149期中 第150期中 第148期 第149期 

会計期間 

自 平成17年 
  4月１日 
至 平成17年 
  9月30日 

自 平成18年
  4月１日 
至 平成18年 
  9月30日 

自 平成19年
  4月１日 
至 平成19年 
  9月30日 

自 平成17年 
  4月１日 
至 平成18年 
  3月31日 

自 平成18年
  4月１日 
至 平成19年 
  3月31日 

売上高 (百万円) 16,317 18,471 18,142 34,164 37,419

経常利益 (百万円) 1,532 2,403 1,774 3,494 5,037

中間(当期)純利益 (百万円) 1,303 1,410 1,055 2,420 2,933

資本金 (百万円) 5,782 5,782 5,782 5,782 5,782

発行済株式総数 (千株) 74,058 74,058 74,058 74,058 74,058

純資産額 (百万円) 16,847 19,136 21,076 18,303 20,503

総資産額 (百万円) 43,309 47,755 48,174 46,626 48,930

１株当たり配当額 (円) ― 3 4 3 7

自己資本比率 (％) 38.9 40.1 43.8 39.3 41.9

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
493 
(50)

488
(60)

496
(79)

481 
(52)

481
(63)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(提出会社及び提出会社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年9月30日現在 

(注) １ 従業員数は、当社グループからグループ外への出向者を除く就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員(パート及び嘱託契約社員)の当中間連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)で

あります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年9月30日現在 

(注) １ 従業員数は、提出会社から他社への出向者を除き、他社から提出会社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員(パート及び嘱託契約社員)の当中間会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であり

ます。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループのうち提出会社及び一部の子会社は、ＪＡＭに加入しております。なお、労使関係については、特

に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

工作機械 
639 
(78) 

水道メーター 
55 
(13) 

その他 
22 
(4) 

全社(共通) 
40 
(10) 

合計 
756 
(105) 

従業員数(名) 
496 
(79) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢が改善し、景気は回復基調ではありますが、期

の後半から設備投資に弱い動きがみられ、景気の一部に弱さがみられる状況で推移しました。 

このような状況のもとで、主力の工作機械は、海外において堅調に推移いたしましたが、国内での販売が期の後

半から調整局面に入り、受注高で180億3千7百万円（前中間連結会計期間比1.1％減、提出会社単独ベース）、売上

高で187億8千1百万円（前中間連結会計期間比0.6％増）となりました。 

利益面におきましても、海外での拡販に努めましたが、国内市場での売上高の減少や工場操業度の低下などが影

響し、経常利益19億6千6百万円（前中間連結会計期間比19.2％減）、中間純利益11億7千2百万円（前中間連結会計

期間比16.6％減）となりました。 

  

①事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（工作機械） 

国内は、重厚長大産業向けの販売は堅調に推移しましたが、金型を含む一般機械向けの販売が期の後半から低

迷しました。一方海外においては、欧州での航空機、自動車向けを中心にした堅調な推移や中国を始めとするア

ジア地域の需要拡大により、売上高は前年同期に比べ増加いたしましたが、国内の落込みをカバーするまでには

至りませんでした。この結果、生産高は174億5千1百万円（前中間連結会計期間比11.0％減、販売価格ベース）、

受注高は171億6千1百万円（前中間連結会計期間比1.4％減、提出会社単独ベース）、売上高は175億円（前中間連

結会計期間比0.4％減）、営業利益は21億5千1百万円（前中間連結会計期間比21.7％減）といずれも前中間連結会

計期間を下回りました。 

（水道メーター） 

原材料価格の高騰や民需向け販売での価格競争の影響を受け厳しい状況が続きましたが、官公庁向けの積極的

な販売活動により売上高は前年同期に比べ増加いたしました。この結果、生産高は8億3百万円（前中間連結会計

期間比11.0％増、販売価格ベース）、受注高は6億9千2百万円（前中間連結会計期間比1.8％増、提出会社単独ベ

ース）、売上高は7億5千3百万円（前中間連結会計期間比13.2％増）、営業損失は5千4百万円となりました。 

（その他） 

売上高は5億2千7百万円（前中間連結会計期間比20.2％増）、営業利益は4千5百万円（前中間連結会計期間比

15.0％増）となりました。 

  

②所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（日本） 

重厚長大産業向けの販売は堅調に推移しましたが、金型を含む一般機械向けの販売が期の後半から低迷しまし

たため、売上高は186億2千3百万円（前中間連結会計期間比1.0％減）、営業利益は22億4千1百万円（前中間連結

会計期間比17.9％減）となりました。 

（米国） 

原油の更なる高騰、金利の高止まり、住宅問題等により消費の鈍化が懸念され、設備投資は全般に低調に推移

しました。この結果、売上高は29億2千7百万円（前中間連結会計期間比3.7％減）、営業損失は8百万円となりま

した。 

  

※上記の売上高には、セグメント間の内部売上高を含んでおります。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前中間連結会計期間末に比べ1億2千8百万円（2.1％）減

少し、60億7千8百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、4億4千7百万円の支出超（前中間連結会計期間：14億5千7百万円の収入

超）となりました。収入の主な内訳は、税金等調整前中間純利益19億2千7百万円、減価償却費3億2千9百万円であ

り、支出の主な内訳は、仕入債務の減少7億6千5百万円、前連結会計年度中間期分の予定納税の精算額も含めた法人

税等の支払額18億2千万円であります。このほか、より低利な資金調達のため、手形割引から一般借入にシフトした

ことにより、割引手形残高が11億7千1百万円減少し、営業活動によるキャッシュ・フローの収入減に影響を及ぼし

ております。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、2億7千万円の支出超（前中間連結会計期間：7億6百万円の支出超）とな

りました。これは、主に有形固定資産の取得によるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、1億2千2百万円の収入超（前中間連結会計期間：8億7千6百万円の支出

超）となりました。これは、主に借入金の増加や配当金の支払によるものであります。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループの生産・販売品目は多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等は必ずしも一

様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額

あるいは数量で示すことはしておりません。 

このため、生産、受注及び販売の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績

に関連付けて示しております。 

  

主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

相手先 

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

ユアサ商事㈱ 2,801 15.0 1,854 9.9 

㈱山善 2,024 10.8 1,745 9.3 



５ 【研究開発活動】 

工作機械部門は、内需については建設機械、重電、航空機産業の旺盛な設備投資があるものの、金型を含む自動車

関連・一般機械の先行き不透明感により、受注・売上ともに減少しました。一方、外需については、特に欧州では自

動車・航空機産業および一般機械が好調で、また、中国を含むアジアでの自動車および一般機械も堅調に推移し、当

社での海外比率も増加しました。こうした背景のもと現有主力製品の競争力強化と同時に、海外シフト・横形マシニ

ングセンタシフト・自動車シフトをキーワードに積極的に新製品の開発に取り組みました。水道メーター部門は、主

原材料である銅価格が昨年同様の高値となり、加えて原油価格の高騰が売上原価率の上昇を招き、官需販売価格はそ

れらのコストアップを吸収できる水準ではなく、厳しい市場環境が続く中、収益確保に向けたローコスト製品の開発

に取り組みました。 

この結果、当中間連結会計期間における研究開発費は、8千4百万円(消費税等含まず)となりました。 

  

事業の種類別セグメントの主な研究開発活動は、次のとおりであります。 

（工作機械） 

9月にドイツのハノーバーで開催された欧州国際工作機械展示会(EMO 2007)に向けて、横形マシニングセンタの

中核機種であるHM600に予てより欧州から要望の強かった高速主軸（テーパ＃40－毎分2万回転）やボードマガジ

ン(ツール本数300本)などのアプリケーション開発を行い、横形マシニングセンタの競争力が大幅に向上しまし

た。また、特化機種として、液晶関連の第8世代に対応したグラインディングセンタVP2500GCの開発、ブレード加

工専用機であるB10－4Sに、従来のギヤ駆動主軸(毎分3,500回転)に加え新たに高効率な加工が可能なビルトイン

モータ主軸(毎分8,000回転)を開発搭載するなど、計4機種を新規に開発しました。これらの新製品は市場ニーズ

にマッチし、受注も極めて好調に推移しており、業績の向上に大きく寄与することが期待できます。また、来年

の9月に米国シカゴで開催される国際見本市(IMTS 2008)および10月に開催される第24回国際工作機械見本市

(JIMTOF 2008)に向けて、新たな新機種開発も始動しております。一方、技術部門の基本命題である新機種の継続

的開発とタイムリーな市場投入に並行して、研究開発設備および設計環境の改善を継続的に実施してきました。

具体的には、研究開発業務の効率化と設計技術者のレベルアップを目的としたモジュール化設計を来年4月から順

次立ち上げるための導入準備を進めてきました。 

当事業に係る研究開発費は、7千2百万円であります。 

（水道メーター） 

平成23年度より施行されるJIS化対応製品の開発は、小型主力製品での量産設計の完了をうけ、中口径・大口径

製品の開発に着手し、客先ニーズを満足すべくシリーズ化の完成に取り組みました。計装システム関連は、公共

工事に回復の兆しがなく、厳しい受注競争が繰り返されている状況下、価格競争力のあるローコスト監視システ

ムを完成させました。また情報システム関連では、水道検針システムでの永年の実績をもとに、Webを使用した料

金システム、滞納集金システムのソフト開発に取り組み、年金、保険、税金関係事業での新たな顧客開拓を目指

しています。 

当事業に係る研究開発費は、1千2百万円であります。 

（その他） 

繊維機械においては、かねてより新規事業に参入すべく調査・研究を進めてきましたが、このたび従来の衣料

用紡績ではなく、産業資材製造工場へのテスト機としてギルレデューサの導入を実施しました。テストの結果に

より、新分野における市場拡大が期待されます。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

前連結会計年度末に計画していた設備計画について、当中間連結会計期間における重要な変更はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりでありま

す。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 重要な設備の新設・除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの名称 

設備の内容
投資額
(百万円) 

完了年月 

提出会社 
猪名川製造所 
(兵庫県伊丹市・川西市) 

工作機械 生産設備 451 平成19年4月～9月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年9月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 74,058,168 74,058,168

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 74,058,168 74,058,168 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年9月30日 ― 74,058 ― 5,782 ― 954



(5) 【大株主の状況】 

平成19年9月30日現在 

(注) バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社から、平成19年10月5日付で提出された大量保有報告書(変更

報告書)により、平成19年9月30日現在で同社及び共同保有者(計4社)が次のとおり株式を所有している旨の報告を受けており

ますが、当社としては当中間会計期間末の実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海1丁目8－11 6,378 8.61

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町2丁目11－3 6,292 8.49

ＯＫＫ取引先持株会 
兵庫県伊丹市北伊丹8丁目10－1
 大阪機工株式会社気付 

3,075 4.15

資産管理サービス信託銀行株式 
会社(証券投資信託口) 

東京都中央区晴海1丁目8－12
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟 

2,355 3.17

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町2丁目2－1 1,695 2.28

明治安田生命保険相互会社 
第51口 

東京都千代田区丸の内2丁目１－1 1,571 2.12

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2－10 1,393 1.88

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川2丁目27－2 1,275 1.72

THE CHASE MANHATTAN BANK, 
N.A. LONDON SPECIAL ACCOUNT 
NO.1 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室) 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD,ENGLAND 
  
(東京都中央区日本橋兜町6番7号) 
  
  

1,040 1.40

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内2丁目7－3 1,000 1.35

計 ― 26,074 35.21

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ信託銀行株式会社 

東京都渋谷区広尾1丁目1－39 1,093 1.48

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ株式会社 

東京都渋谷区広尾1丁目1－39 4,851 6.55

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ、エヌ・エイ 

米国 カリフォルニア州
サンフランシスコ市 
フリーモント・ストリート45 

1,577 2.13

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ・リミテッド 

英国 ロンドン市 
ロイヤル・ミント・コート1 

538 0.73

計 ― 8,059 10.88



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年9月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が23,000株(議決権23個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式227株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年9月30日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権1個)あります。なお、当該株式

数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄に含めております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 294,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 72,968,000 72,968 ― 

単元未満株式 普通株式 796,168 ― ― 

発行済株式総数 74,058,168 ― ― 

総株主の議決権 ― 72,968 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
大阪機工株式会社 

兵庫県伊丹市北伊丹8丁目
10－1 

294,000 ― 294,000 0.40

計 ― 294,000 ― 294,000 0.40

月別 平成19年4月 5月 6月 7月 8月 9月 

最高(円) 468 456 462 571 511 388

最低(円) 425 390 411 453 335 332



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づ

き、当中間連結会計期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)及び前中間会計期間(平成18年4月1日から

平成18年9月30日まで)は証券取引法第193条の2の規定に基づき、また当中間連結会計期間(平成19年4月1日から平成19

年9月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)は金融商品取引法第193条の2第1項の

規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けてお

ります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年9月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年3月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    6,341 6,145   6,749 

２ 受取手形及び売掛金 ※4  10,450 11,717   11,646 

３ たな卸資産    9,683 9,937   9,923 

４ その他    803 841   867 

貸倒引当金    △5 △8   △6 

流動資産合計    27,272 53.5 28,633 54.8   29,180 55.1

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※1        

(1) 建物及び構築物 ※2 2,633   2,654 2,602   

(2) 機械装置 
  及び運搬具 ※2 1,061   1,213 1,070   

(3) 土地 ※2 15,445   15,437 15,441   

(4) その他   442 19,583 437 19,743 464 19,578 

２ 無形固定資産    38 42   38 

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※2 3,803   3,504 3,839   

(2) その他   825   814 819   

  貸倒引当金   △518 4,110 △519 3,800 △518 4,140 

固定資産合計    23,732 46.5 23,585 45.2   23,758 44.9

資産合計    51,005 100.0 52,218 100.0   52,938 100.0



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年9月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年3月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金 ※4  12,294 11,188   11,653 

２ 短期借入金 ※2  2,911 4,052   3,095 

３ 未払法人税等    1,005 724   1,874 

４ 賞与引当金    467 511   500 

５ 役員賞与引当金    ― 23   46 

６ 製品保証引当金    137 122   123 

７ その他    1,037 1,195   1,243 

流動負債合計    17,854 35.0 17,817 34.1   18,536 35.0

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※2  3,325 2,294   2,795 

２ 再評価に係る 
  繰延税金負債    6,007 6,007   6,007 

３ 退職給付引当金    3,010 3,148   3,119 

４ 役員退職金引当金    133 99   148 

５ 負ののれん    0 ―   ― 

６ その他    554 419   550 

固定負債合計    13,030 25.6 11,968 22.9   12,620 23.9

負債合計    30,885 60.6 29,785 57.0   31,157 58.9

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    5,782 5,782   5,782 

２ 資本剰余金    955 955   955 

３ 利益剰余金    3,999 6,487   5,610 

４ 自己株式    △50 △72   △61 

株主資本合計    10,687 20.9 13,152 25.2   12,286 23.2

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    1,169 1,027   1,225 

２ 繰延ヘッジ損益    △17 △12   △15 

３ 土地再評価差額金    8,278 8,278   8,278 

４ 為替換算調整勘定    △16 △35   △15 

評価・換算差額等 
合計    9,414 18.5 9,258 17.7   9,474 17.9

Ⅲ 少数株主持分    18 0.0 21 0.1   20 0.0

純資産合計    20,120 39.4 22,433 43.0   21,781 41.1

負債純資産合計    51,005 100.0 52,218 100.0   52,938 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    18,673 100.0 18,781 100.0   39,182 100.0

Ⅱ 売上原価    13,240 70.9 13,773 73.3   27,592 70.4

売上総利益    5,433 29.1 5,007 26.7   11,589 29.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  2,810 15.1 2,948 15.7   5,734 14.7

営業利益    2,622 14.0 2,059 11.0   5,855 14.9

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   3   7 10   

２ 受取配当金   33   30 43   

３ 為替差益   ―   43 14   

４ その他   12 49 0.3 13 95 0.5 20 89 0.3

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   83   68 155   

２ たな卸資産廃却損   40   88 108   

３ たな卸資産評価損   57   10 60   

４ その他   57 239 1.3 18 187 1.0 73 398 1.0

経常利益    2,433 13.0 1,966 10.5   5,546 14.2

Ⅵ 特別利益          

１ 貸倒引当金戻入益   7   ― 8   

２ その他   0 7 0.1 ― ― ― 57 65 0.2

Ⅶ 特別損失          

１ 有形固定資産処分損 ※2 19   39 33   

２ 投資有価証券評価損   17   ― 13   

３ その他   ― 36 0.2 ― 39 0.2 20 67 0.2

税金等調整前中間 
(当期)純利益    2,404 12.9 1,927 10.3   5,545 14.2

法人税、住民税 
及び事業税   1,033   664 2,472   

法人税等調整額   △35 997 5.4 88 753 4.1 △168 2,304 5.9

少数株主利益    0 0.0 1 0.0   3 0.0

中間(当期)純利益    1,405 7.5 1,172 6.2   3,237 8.3



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

  

  

（注）平成18年3月期の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年3月31日残高(百万円) 5,782 954 2,834 △39 9,531 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △221   △221 

 役員賞与（注）     △18   △18 

 中間純利益     1,405   1,405 

 自己株式の取得       △11 △11 

 自己株式の処分   0   0 0 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― 0 1,165 △10 1,155 

平成18年9月30日残高(百万円) 5,782 955 3,999 △50 10,687 

  

評価・換算差額等 
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年3月31日残高(百万円) 1,498 ― 8,278 △18 9,758 17 19,307 

中間連結会計期間中の変動額               

 剰余金の配当（注）             △221 

 役員賞与（注）             △18 

 中間純利益             1,405 

 自己株式の取得             △11 

 自己株式の処分             0 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △328 △17 ― 2 △343 0 △343 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △328 △17 ― 2 △343 0 812 

平成18年9月30日残高(百万円) 1,169 △17 8,278 △16 9,414 18 20,120 



当中間連結会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年3月31日残高(百万円) 5,782 955 5,610 △61 12,286 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △295   △295 

 中間純利益     1,172   1,172 

 自己株式の取得       △10 △10 

 自己株式の処分   0   0 0 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― 0 876 △10 866 

平成19年9月30日残高(百万円) 5,782 955 6,487 △72 13,152 

  

評価・換算差額等 
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成19年3月31日残高(百万円) 1,225 △15 8,278 △15 9,474 20 21,781 

中間連結会計期間中の変動額               

 剰余金の配当             △295 

 中間純利益             1,172 

 自己株式の取得             △10 

 自己株式の処分             0 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △198 2 ― △20 △215 1 △214 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △198 2 ― △20 △215 1 651 

平成19年9月30日残高(百万円) 1,027 △12 8,278 △35 9,258 21 22,433 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

  

  

（注）平成18年3月期の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年3月31日残高(百万円) 5,782 954 2,834 △39 9,531 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △221   △221 

 剰余金の配当     △221   △221 

 役員賞与（注）     △18   △18 

 当期純利益     3,237   3,237 

 自己株式の取得       △22 △22 

 自己株式の処分   0   0 1 

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― 0 2,776 △22 2,754 

平成19年3月31日残高(百万円) 5,782 955 5,610 △61 12,286 

  

評価・換算差額等 
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年3月31日残高(百万円) 1,498 ― 8,278 △18 9,758 17 19,307 

連結会計年度中の変動額               

 剰余金の配当（注）             △221 

 剰余金の配当             △221 

 役員賞与（注）             △18 

 当期純利益             3,237 

 自己株式の取得             △22 

 自己株式の処分             1 

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額) △272 △15 ― 3 △284 3 △280 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △272 △15 ― 3 △284 3 2,473 

平成19年3月31日残高(百万円) 1,225 △15 8,278 △15 9,474 20 21,781 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

 １ 税金等調整前中間(当期) 
 純利益 

 2,404 1,927 5,545

 ２ 減価償却費  253 329 548

 ３ 負ののれん償却額  △0 ― △0

 ４ 貸倒引当金の増減額 
 (△は減少) 

 △9 2 △8

 ５ 賞与引当金の増減額 
 (△は減少) 

 △21 11 10

 ６ 役員賞与引当金の増減額 
 (△は減少) 

 ― △23 46

 ７ 退職給付引当金の増減額 
 (△は減少) 

 184 28 293

 ８ 受取利息及び受取配当金  △37 △37 △54

 ９ 支払利息  83 68 155

 10 有形固定資産処分損  19 39 33

 11 投資有価証券評価損  17 ― 13

 12 売上債権の増減額 
 (△は増加) 

 △658 △107 △1,852

 13 たな卸資産の増減額 
 (△は増加) 

 △1,432 △38 △1,617

 14 仕入債務の増減額 
 (△は減少) 

 1,802 △765 1,101

 15 その他  0 △30 221

小計  2,606 1,403 4,435

 16 利息及び配当金の受取額  37 37 54

 17 利息の支払額  △76 △68 △148

 18 法人税等の支払額  △1,109 △1,820 △1,677

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,457 △447 2,665



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

 １ 定期預金の預入れによる 
 支出 

 △134 △67 △71

 ２ 定期預金の払戻しによる 
 収入 

 99 71 99

 ３ 有形固定資産の取得による 
 支出 

 △665 △272 △967

 ４ 有形固定資産の売却による 
 収入 

 30 6 47

 ５ 無形固定資産の取得による 
 支出 

 △0 △5 △3

 ６ 投資有価証券の取得による 
 支出 

 △34 △0 △34

 ７ 貸付金の回収による収入  3 3 5

 ８ その他  △5 △5 84

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △706 △270 △839

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

 １ 短期借入金の純増減額 
 (△は減少) 

 △978 975 △713

 ２ 長期借入れによる収入  1,300 600 1,500

 ３ 長期借入金の返済による 
 支出 

 △954 △1,119 △1,765

 ４ 配当金の支払額  △221 △295 △442

 ５ その他  △22 △38 △58

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △876 122 △1,480

Ⅳ 現金及び現金同等物 
に係る換算差額 

 0 △4 0

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額(△は減少) 

 △125 △599 345

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 6,333 6,678 6,333

Ⅶ 現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

 6,207 6,078 6,678



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社数 4社 

 連結子会社名 

  大豊機工㈱ 

  ㈱オーケイケイ・シムテック 

  ㈱オーケーケーエンジニアリン

グ 

  OKK USA CORPORATION 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社数 4社 

 連結子会社名 

  同左 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社数 4社 

 連結子会社名 

  同左 

 (2) 非連結子会社名 

  OKK Europe GmbH 

  大阪机工(上海)商貿有限公司 

 (2) 非連結子会社名 

  同左 

 (2) 非連結子会社名 

  同左 

 (連結の範囲から除いた理由) 

  非連結子会社2社はいずれも小

規模であり、合計の総資産・売上

高・中間純損益及び利益剰余金等

は、いずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

 (連結の範囲から除いた理由) 

  同左 

 (連結の範囲から除いた理由) 

  非連結子会社2社はいずれも小

規模であり、合計の総資産・売上

高・当期純損益及び利益剰余金等

は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためであ

ります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 持分法を適用しない非連結子会社

名及び関連会社名 

 非連結子会社名 

  OKK Europe GmbH 

  大阪机工(上海)商貿有限公司 

 関連会社名 

  THAI OKK MACHINERY CO., LTD. 

  天津ＯＫＫ機械有限公司 

  大連華凱机床有限公司 

２ 持分法の適用に関する事項 

 持分法を適用しない非連結子会社

名及び関連会社名 

 非連結子会社名 

  同左 

  

 関連会社名 

  同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

 持分法を適用しない非連結子会社

名及び関連会社名 

 非連結子会社名 

  同左 

  

 関連会社名 

  同左 

 (持分法を適用しない理由) 

  持分法非適用会社は、それぞれ

中間純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外しており

ます。 

 (持分法を適用しない理由) 

  同左 

 (持分法を適用しない理由) 

  持分法非適用会社は、それぞれ

当期純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外しており

ます。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

  連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しております。 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

      中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

      連結決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定) 

    時価のないもの 

      移動平均法に基づく原

価法 

    時価のないもの 

     同左 

    時価のないもの 

     同左 

  ②デリバティブ取引により生じ

る債権及び債務 

   時価法 

  ②デリバティブ取引により生じ

る債権及び債務 

   同左 

  ②デリバティブ取引により生じ

る債権及び債務 

   同左 

  ③たな卸資産 

   ａ製品・仕掛品 

    主として個別法に基づく原

価法 

  ③たな卸資産 

   ａ製品・仕掛品 

    同左 

  ③たな卸資産 

   ａ製品・仕掛品 

    同左 

   ｂ半製品・原材料・貯蔵品 

    主として総平均法に基づく

原価法 

   ｂ半製品・原材料・貯蔵品 

    同左 

   ｂ半製品・原材料・貯蔵品 

    同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産(国内法人のみ) 

    建物は定額法、建物以外に

ついては定率法によっており

ます。 

    なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

   建物及び構築物    15～50年 

   機械装置及び運搬具 4～10年 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産(国内法人のみ) 

    建物は定額法、建物以外に

ついては定率法によっており

ます。 

    なお、主な耐用年数は次の
とおりであります。 

   建物及び構築物    15～50年 

   機械装置及び運搬具 4～10年 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産(国内法人のみ) 

    建物は定額法、建物以外に

ついては定率法によっており

ます。 

    なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

   建物及び構築物    15～50年 

   機械装置及び運搬具 4～10年 

     (会計処理の変更) 

    法人税法の改正((所得税法

等の一部を改正する法律 平

成19年3月30日 法律第6号)及

び(法人税法施行令の一部を

改正する政令 平成19年3月30

日 政令第83号))に伴い、当

中間連結会計期間から、平成

19年4月1日以降に取得したも

のについては、改正後の法人

税法に基づく方法に変更して

おります。 

    この結果、従来の方法に比

べて営業利益、経常利益及び

税金等調整前中間純利益が、

7百万円減少しております。 

    なお、セグメント情報に与

える影響については、当該箇

所に記載しております。 

  



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

     (追加情報) 

    当中間連結会計期間から、

平成19年3月31日以前に取得

したものについては、償却可

能限度額まで償却が終了した

翌年から5年間で均等償却す

る方法によっております。 

    この結果、従来の方法に比

べて営業利益、経常利益及び

税金等調整前中間純利益が、

42百万円減少しております。 

    なお、セグメント情報に与

える影響については、当該箇

所に記載しております。 

  

  ②無形固定資産(国内法人のみ) 

   定額法によっております。 

    なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

    ただし、自社利用のソフト

ウエアについては、自社利用

可能期間(5年)に基づく定額

法によっております。 

  ②無形固定資産(国内法人のみ) 

   同左 

  ②無形固定資産(国内法人のみ) 

   同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

    売上債権等の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

   同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

   同左 

  ②賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に充て

るため、支給見込額(うち当

中間連結会計期間に帰属する

額)を計上しております。 

  ②賞与引当金 

   同左 

  ②賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に充て

るため、支給見込額(うち当

連結会計年度に帰属する額)

を計上しております。 

―――   ③役員賞与引当金(国内法人の

み) 

    役員の賞与の支給に充てる

ため、当連結会計年度におけ

る支給見込額に基づき、当中

間連結会計期間相当額を計上

しております。 

  ③役員賞与引当金(国内法人の

み) 

    役員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額を計上して

おります。 

  

       (会計処理の変更) 

    当連結会計年度から「役員

賞与に関する会計基準」(企

業会計基準委員会 平成17年

11月29日 企業会計基準第4

号)を適用しております。 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

        この結果、従来の方法に比

べて営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益が、

46百万円減少しております。 

    なお、セグメント情報に与

える影響については、当該箇

所に記載しております。 

  ③製品保証引当金 

    工作機械、水道メーター、

ドアフレームのアフターサー

ビス費等に備えるため、売上

高を基準として、過去の経験

率により算定した額を計上し

ております。 

  ④製品保証引当金 

   同左 

  ④製品保証引当金 

   同左 

  ④退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

    会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費

用処理しております。 

    数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年

数(10年)による按分額を翌連

結会計年度より費用処理して

おります。 

  ⑤退職給付引当金 

   同左 

  ⑤退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。 

    会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費

用処理しております。 

    数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年

数(10年)による按分額を翌連

結会計年度より費用処理して

おります。 

  ⑤役員退職金引当金 

    役員の退職金の支給に充て

るため、提出会社及び連結子

会社3社は、内規に基づく中

間連結会計期間末要支給額を

計上しております。 

  ⑥役員退職金引当金 

   同左 

  ⑥役員退職金引当金 

    役員の退職金の支給に充て

るため、提出会社及び連結子

会社3社は、内規に基づく連

結会計年度末要支給額を計上

しております。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

    外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社の資

産、負債、収益及び費用は中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替

換算調整勘定に含めておりま

す。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

   同左 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

    外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社の資

産、負債、収益及び費用は連

結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算

調整勘定に含めております。 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

    原則として繰延ヘッジ処理

によっております。なお、振

当処理の要件を満たしている

為替予約については振当処理

に、特例処理の要件を満たし

ている金利スワップ取引につ

いては特例処理によっており

ます。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

   同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

   同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    当中間連結会計期間にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ手段

とヘッジ対象は以下のとおり

であります。 

   ａヘッジ手段…為替予約 

    ヘッジ対象…製品輸出によ

る外貨建売上

債権 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    当中間連結会計期間にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ手段

とヘッジ対象は以下のとおり

であります。 

   ａ同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    当連結会計年度にヘッジ会

計を適用したヘッジ手段とヘ

ッジ対象は以下のとおりであ

ります。 

   ａ同左 

   ｂヘッジ手段…金利スワップ

等 

    ヘッジ対象…借入金利息 

   ｂ同左    ｂ同左 

  ③ヘッジ方針 

    輸出取引に係る為替変動の

リスクに備えるためのみに、

輸出実績を踏まえながらその

残高の範囲内で為替予約取引

を行っております。また、借

入金の調達金利を固定化し変

動リスクを回避するため金利

スワップ取引等を行っており

ます。 

  ③ヘッジ方針 

   同左 

  ③ヘッジ方針 

   同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ手段の変動額の累計

額とヘッジ対象の変動額の累

計額を比較して、有効性を判

定することにしております。

ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては、

有効性の評価を省略しており

ます。 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

   同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

   同左 

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。 

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   同左 

 (7) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   同左 



  

  

会計方針の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

   手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ケ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなりま

す。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  同左 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 

平成17年12月9日 企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準適用指針第

8号）を適用しております。従来の

資本の部の合計に相当する金額は

20,119百万円であります。なお、中

間連結財務諸表規則の改正により、

当中間連結会計期間における中間連

結財務諸表は、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第5号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針第8

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は21,775百万円であ

ります。 

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

 中間連結財務諸表規則の改正による中間連結財務諸表

の表示に関する変更は以下のとおりであります。 

（中間連結貸借対照表） 

 「連結調整勘定」は、当中間連結会計期間から「負の

のれん」として表示しております。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 「連結調整勘定償却額」は、当中間連結会計期間から

「負ののれん償却額」として表示しております。 

――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

  
前中間連結会計期間末 
(平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年9月30日) 

前連結会計年度 
(平成19年3月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

17,987百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

18,030百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

18,097百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のと

おりであります。(うち工場財団

設定分) 

建物及び 
構築物 

1,803百万円

  (1,484) 

機械装置及び 
運搬具 

331  

  (232) 

土地 15,034  

  (14,930) 

投資有価証券 1  

計 17,170  

担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のと

おりであります。(うち工場財団

設定分) 

建物及び
構築物 

1,821百万円

  (1,537) 

機械装置及び
運搬具 

322  

  (202) 

土地 14,930  

  (14,930) 

計 17,075  

担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のと

おりであります。(うち工場財団

設定分) 

建物及び
構築物 

1,798百万円

  (1,483) 

機械装置及び 
運搬具 

340  

  (223) 

土地 15,034  

  (14,930) 

計 17,173  

   担保付債務は次のとおりであり

ます。 

短期借入金 720百万円

長期借入金 4,362  

(うち１年以内 
返済予定額 

 
1,155

  
) 

計 5,082  

 担保付債務は次のとおりであり

ます。 

短期借入金 1,340百万円

長期借入金 2,782  

(うち１年以内
返済予定額 969) 

計 4,122  

 担保付債務は次のとおりであり

ます。 

短期借入金 600百万円

長期借入金 3,767  

(うち１年以内 
返済予定額 

 
1,087

  
) 

計 4,367  

 ３ 受取手形割引高 1,453百万円 受取手形割引高 15百万円 受取手形割引高 1,186百万円

※４  中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日満

期手形が、中間連結会計期間末残

高に含まれております。 

受取手形 105百万円

割引手形 210  

支払手形 1,390  

 中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日満

期手形が、中間連結会計期間末残

高に含まれております。 

受取手形 301百万円

割引手形 5  

支払手形 1,249  

 連結会計年度末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。な

お、当連結会計年度末日が金融機

関の休日であったため、次の連結

会計年度末日満期手形が連結会計

年度末残高に含まれております。 

受取手形 66百万円

割引手形 108  

支払手形 1,373  

 ５ ―――  提出会社においては、運転資金

の効率的な調達を行うため取引銀

行4行と貸出コミットメント契約

を締結しております。 

 当中間連結会計期間末における

貸出コミットメントに係る借入未

実行残高等は次のとおりでありま

す。 

貸出コミット

メントの総額 

 

2,000

 

百万円

借入実行残高 800  

差引額 1,200  

 提出会社においては、運転資金

の効率的な調達を行うため取引銀

行4行と貸出コミットメント契約

を締結しております。 

 当連結会計年度末における貸出

コミットメントに係る借入未実行

残高等は次のとおりであります。 

  

貸出コミット

メントの総額 

 

2,000

 

百万円

借入実行残高 －  

差引額 2,000  



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

(注) 増加は全て単元未満株式の買取りによるものであり、減少は全て単元未満株式の売渡請求に係る売渡しによるものでありま

す。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費

目の内訳 

給料・手当・ 
賞与 

713百万円

運送費 753  

研究開発費 75  

減価償却費 43  

製品保証引当 
金繰入額 

129  

賞与引当金 
繰入額 

153  

退職給付費用 103  

役員退職金 
引当金繰入額 

14  

販売費及び一般管理費の主要な費

目の内訳 

給料・手当・
賞与 

752百万円

運送費 791  

研究開発費 48  

減価償却費 42  

製品保証引当
金繰入額 

114  

賞与引当金
繰入額 

174  

役員賞与引当金

繰入額 
23  

退職給付費用 110  

役員退職金
引当金繰入額 

14  

販売費及び一般管理費の主要な費

目の内訳 

給料・手当・ 
賞与 

1,616百万円

運送費 1,499  

研究開発費 121  

減価償却費 83  

製品保証引当 
金繰入額 

123  

賞与引当金
繰入額 

167  

役員賞与引当金 
繰入額 

46  

退職給付費用 210  

役員退職金
引当金繰入額 

28  

※２  有形固定資産処分損の主なもの

は、機械装置及び運搬具の廃却損

14百万円であります。 

 有形固定資産処分損の主なもの

は、機械装置及び運搬具の廃却損

30百万円であります。 

 有形固定資産処分損の主なもの

は、建物及び構築物6百万円、機

械装置及び運搬具26百万円であり

ます。 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 74,058,168 ― ― 74,058,168 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 217,838 28,078 2,250 243,666 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 221 3 平成18年3月31日 平成18年6月30日 



(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日） 

１ 発行済株式及び自己株式に関する事項 

(注) 自己株式の増加は全て単元未満株式の買取りによるものであり、減少は全て単元未満株式の売渡請求に係る売渡しによるも

のであります。 

  

２ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

前連結会計年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 

１ 発行済株式及び自己株式に関する事項 

(注) 自己株式の増加は全て単元未満株式の買取りによるものであり、減少は全て単元未満株式の売渡請求に係る売渡しによるも

のであります。 

  

２ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月17日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 221 3 平成18年9月30日 平成18年12月8日 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

発行済株式         

 普通株式(株) 74,058,168 ― ― 74,058,168 

自己株式         

 普通株式(株) 271,542 23,385 700 294,227 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年6月28日 
定時株主総会 

普通株式 295 4 平成19年3月31日 平成19年6月29日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年11月15日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 295 4 平成19年9月30日 平成19年12月7日 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

発行済株式         

 普通株式(株) 74,058,168 ― ― 74,058,168 

自己株式         

 普通株式(株) 217,838 56,779 3,075 271,542 



３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 221 3 平成18年3月31日 平成18年6月30日 

平成18年11月17日 
取締役会 

普通株式 221 3 平成18年9月30日 平成18年12月8日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年6月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 295 4 平成19年3月31日 平成19年6月29日 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 6,341百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△134  

現金及び現金同等物 6,207  

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 6,145百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△67  

現金及び現金同等物 6,078  

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金勘定 6,749百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△71  

現金及び現金同等物 6,678  



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

機械装 
置及び 
運搬具 

855 327 528

その他 224 88 135

計 1,079 415 663

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円) 

機械装 
置及び 
運搬具 

1,355 491 863

その他 285 110 174

計 1,640 602 1,038

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 

(百万円) 

機械装
置及び 
運搬具 

1,061 394 666 

その他 230 106 123 
計 1,292 501 790 

「その他」は、工具、器具及び備品

であります。 

「その他」は、工具、器具及び備品

であります。 

「その他」は、工具、器具及び備品

であります。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

(注) 同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 169百万円

１年超 494  

合計 663  

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 234百万円

１年超 804  

合計 1,038  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 199百万円

１年超 591  

合計 790  

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(注) 同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 80百万円

減価償却費相当額 80  

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 121百万円

減価償却費相当額 121  

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 175百万円

減価償却費相当額 175  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) １ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、前中間連結会計期間は株式について17百万円減損処理を

行っております。 

２ 減損処理にあたっては、期末時の下落率が50％以上の銘柄については全て減損処理を行い、期末時の下落率が30％以上

50％未満の銘柄については個別に回復可能性を判定し、回復可能性がないものについて減損処理を行うこととしておりま

す。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) 前連結会計年度において、13百万円の減損処理を行っております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年9月30日) 

ヘッジ会計を適用している為替予約取引及び金利スワップ取引以外は、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年9月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

(注) １ 時価の算定方法…契約している金融機関から提示された価格によっております。 

２ 上記における契約額等は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではありません。 

３ 特例処理及びヘッジ会計を適用したものについては、記載対象から除いております。 

区分 

前中間連結会計期間末 
(平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年9月30日) 

前連結会計年度 
(平成19年3月31日) 

取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借 
対照表計上額 

(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借 
対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 1,628 3,601 1,973 1,582 3,316 1,733 1,582 3,650 2,067

債券 102 101 △1 102 100 △1 102 101 △1

計 1,730 3,702 1,972 1,684 3,417 1,732 1,684 3,751 2,066

区分 

前中間連結会計期間末
(平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年9月30日) 

前連結会計年度 
(平成19年3月31日) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

その他有価証券  

 非上場株式 82 69 69

種類 
契約額等
(百万円) 

契約額等 
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

金利スワップ取引   

 受取変動・支払固定 500 500 11 0



前連結会計年度末(平成19年3月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

(注) １ 時価の算定方法…契約している金融機関から提示された価格によっております。 

２ 上記における契約額等は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではありません。 

３ 特例処理及びヘッジ会計を適用したものについては、記載対象から除いております。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

種類 
契約額等
(百万円) 

契約額等 
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

金利スワップ取引   

 受取変動・支払固定 500 500 14 0



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年4月1日 至平成18年9月30日) 

  

(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

・工作機械…マシニングセンタ・フライス盤・専用工作機械 

・水道メーター…水道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディターミナル 

・その他…繊維機械・建築用金物 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(86百万円)の主なものは、提出会社本社の管理部門の費

用の一部であります。 

  

当中間連結会計期間(自平成19年4月1日 至平成19年9月30日) 

  

(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

・工作機械…マシニングセンタ・フライス盤・専用工作機械 

・水道メーター…水道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディターミナル 

・その他…繊維機械・建築用金物 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(83百万円)の主なものは、提出会社本社の管理部門の費

用の一部であります。 

４ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中の会計処理の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当中

間連結会計期間より、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益は「工作機械」が6百万円、「水道メータ

ー」が0百万円、「その他」が0百万円、それぞれ減少しております。 

  中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中の追加情報に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当中間連結

会計期間より、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産について、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から5年

間で均等償却する方法によっております。この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益は「工作機械」が38百万

円、「その他」が0百万円、それぞれ減少しており、営業損失は「水道メーター」が4百万円、増加しております。 

  

  
工作機械 
(百万円) 

水道 
メーター 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

17,569 665 439 18,673 ― 18,673 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 17,569 665 439 18,673 ― 18,673 

営業費用 14,822 742 399 15,964 86 16,051 

営業利益又は営業損失(△) 2,747 △77 39 2,709 (86) 2,622 

  
工作機械 
(百万円) 

水道 
メーター 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

17,500 753 527 18,781 ― 18,781 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 17,500 753 527 18,781 ― 18,781 

営業費用 15,348 807 482 16,638 83 16,722 

営業利益又は営業損失(△) 2,151 △54 45 2,142 (83) 2,059 



前連結会計年度(自平成18年4月1日 至平成19年3月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

・工作機械…マシニングセンタ・フライス盤・専用工作機械 

・水道メーター…水道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディターミナル 

・その他…繊維機械・建築用金物 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(179百万円)の主なものは、提出会社本社の管理部門の

費用の一部であります。 

４ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中の会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第4号)を適用しております。この結果、従来の

方法によった場合に比べ、営業利益は「工作機械」が43百万円、「水道メーター」が1百万円、「その他」が1百万円、そ

れぞれ減少しております。 

  

  
工作機械 
(百万円) 

水道 
メーター 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

36,854 1,420 907 39,182 ― 39,182 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 36,854 1,420 907 39,182 ― 39,182 

営業費用 30,789 1,537 820 33,147 179 33,327 

営業利益又は営業損失(△) 6,065 △116 86 6,034 (179) 5,855 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年4月1日 至平成18年9月30日) 

  

(注) 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(86百万円)の主なものは、提出会社本社の管理部門の費用

の一部であります。 

  

当中間連結会計期間(自平成19年4月1日 至平成19年9月30日) 

  

(注) １ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(83百万円)の主なものは、提出会社本社の管理部門の費

用の一部であります。 

２ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中の会計処理の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当中

間連結会計期間より、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益は「日本」が7百万円減少しております。な

お、「米国」への影響はありません。 

  中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中の追加情報に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当中間連結

会計期間より、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産について、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から5年

間で均等償却する方法によっております。この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益は「日本」が42百万円減

少しております。なお、「米国」への影響はありません。 

  

  
日本 

(百万円) 
米国

(百万円) 
計

(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 15,633 3,040 18,673 ― 18,673

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

3,185 ― 3,185 (3,185) ―

計 18,818 3,040 21,859 (3,185) 18,673

営業費用 16,089 2,932 19,022 (2,971) 16,051

営業利益 2,729 107 2,837 (214) 2,622

  
日本 

(百万円) 
米国

(百万円) 
計

(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 15,855 2,926 18,781 ― 18,781

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

2,768 1 2,769 (2,769) ―

計 18,623 2,927 21,550 (2,769) 18,781

営業費用 16,382 2,935 19,317 (2,595) 16,722

営業利益又は営業損失(△) 2,241 △8 2,232 (173) 2,059



  
前連結会計年度(自平成18年4月1日 至平成19年3月31日) 

  

(注) １ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(179百万円)の主なものは、提出会社本社の管理部門の

費用の一部であります。 

２ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中の会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第4号)を適用しております。この結果、従来の

方法によった場合に比べ、営業利益は「日本」が46百万円減少しております。なお、「米国」への影響はありません。 

  

  
日本 

(百万円) 
米国

(百万円) 
計

(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 32,793 6,388 39,182 ― 39,182

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

5,479 0 5,479 (5,479) ―

計 38,272 6,389 44,662 (5,479) 39,182

営業費用 32,470 6,093 38,563 (5,236) 33,327

営業利益 5,801 296 6,098 (243) 5,855



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年4月1日 至平成18年9月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米…アメリカ 

(2) アジア…中国・韓国・台湾 

(3) その他の地域…イタリア・オランダ・フランス 

３ 海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自平成19年4月1日 至平成19年9月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米…アメリカ 

(2) アジア…中国・マレーシア・韓国 

(3) その他の地域…イタリア・オランダ・ドイツ 

３ 海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自平成18年4月1日 至平成19年3月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米…アメリカ 

(2) アジア…中国・韓国・タイ 

(3) その他の地域…イタリア・フランス・ドイツ 

３ 海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高(百万円) 3,729 1,236 1,065 6,030

Ⅱ連結売上高(百万円)   18,673

Ⅲ連結売上高に占める 
 海外売上高の割合(％) 

20.0 6.6 5.7 32.3

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高(百万円) 2,944 2,161 1,757 6,863

Ⅱ連結売上高(百万円)   18,781

Ⅲ連結売上高に占める 
 海外売上高の割合(％) 

15.7 11.5 9.3 36.5

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高(百万円) 7,207 3,089 2,429 12,726

Ⅱ連結売上高(百万円)   39,182

Ⅲ連結売上高に占める 
 海外売上高の割合(％) 

18.4 7.9 6.2 32.5



(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり中間(当期)純利益 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

１株当たり純資産額 272.33円 １株当たり純資産額 303.83円 １株当たり純資産額 294.91円

１株当たり中間純利益 19.04円 １株当たり中間純利益 15.89円 １株当たり当期純利益 43.86円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

 同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

項目 前中間連結会計期間末
(平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年9月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年3月31日) 

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 20,120 22,433 21,781

普通株式に係る純資産額(百万円) 20,102 22,411 21,760

差額の主な内訳(百万円) 
 少数株主持分 18 21 

 
20 

普通株式の発行済株式数(株) 74,058,168 74,058,168 74,058,168

普通株式の自己株式数(株) 243,666 294,227 271,542

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数(株) 73,814,502 73,763,941 73,786,626

項目 
前中間連結会計期間

(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

中間連結損益計算書上の中間(当期)純利益(百万円) 1,405 1,172 3,237

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円) 1,405 1,172 3,237

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 73,829,752 73,775,513 73,815,549



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成18年9月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年9月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年3月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   5,345   4,920 5,499   

２ 受取手形 ※5 2,526   3,240 2,903   

３ 売掛金   9,972   10,027 10,189   

４ たな卸資産   6,400   6,792 6,956   

５ その他 ※4 682   483 485   

貸倒引当金   △3   △5 △3   

流動資産合計    24,923 52.2 25,458 52.8   26,030 53.2

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※1        

(1) 建物 ※2 1,868   1,899 1,850   

(2) 機械及び装置 ※2 843   954 848   

(3) 土地 ※2 15,058   15,052 15,053   

(4) その他   524   505 537   

  計   18,294   18,411 18,291   

２ 無形固定資産   30   35 32   

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   4,133   3,916 4,217   

(2) その他   891   872 877   

 貸倒引当金   △518   △519 △518   

  計   4,506   4,269 4,576   

固定資産合計    22,831 47.8 22,716 47.2   22,899 46.8

資産合計    47,755 100.0 48,174 100.0   48,930 100.0



  

    前中間会計期間末 

(平成18年9月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年9月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年3月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形 ※5 10,320   9,560 9,891   

２ 買掛金   2,886   2,338 2,611   

３ 短期借入金 ※2 1,521   2,168 1,368   

４ 未払法人税等   923   671 1,671   

５ 賞与引当金   335   373 361   

６ 役員賞与引当金   ―   15 36   

７ 製品保証引当金   121   106 107   

８ その他   912   938 995   

流動負債合計    17,020 35.6 16,171 33.5   17,044 34.8

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※2 2,458   1,766 2,105   

２ 再評価に係る 
  繰延税金負債   6,007   6,007 6,007   

３ 退職給付引当金   2,541   2,703 2,655   

４ 役員退職金引当金   83   43 93   

５ その他   508   406 521   

固定負債合計    11,599 24.3 10,926 22.7   11,382 23.3

負債合計    28,619 59.9 27,097 56.2   28,426 58.1



  

    前中間会計期間末 

(平成18年9月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年9月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年3月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    5,782 5,782   5,782 

２ 資本剰余金          

(1) 資本準備金   954   954 954   

(2) その他資本剰余金   0   0 0   

資本剰余金合計    955 955   955 

３ 利益剰余金          

(1) 利益準備金   24   75 46   

(2) その他利益剰余金          

別途積立金   840   2,340 840   

繰越利益剰余金   2,246   2,756 3,526   

利益剰余金合計    3,110 5,172   4,412 

４ 自己株式    △50 △72   △61 

株主資本合計    9,798 20.5 11,838 24.6   11,088 22.7

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    1,076 972   1,151 

２ 繰延ヘッジ損益    △17 △12   △15 

３ 土地再評価差額金    8,278 8,278   8,278 

評価・換算差額等 
合計    9,337 19.6 9,238 19.2   9,415 19.2

純資産合計    19,136 40.1 21,076 43.8   20,503 41.9

負債純資産合計    47,755 100.0 48,174 100.0   48,930 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    18,471 100.0 18,142 100.0   37,419 100.0

Ⅱ 売上原価    13,437 72.7 13,473 74.3   26,981 72.1

売上総利益    5,033 27.3 4,669 25.7   10,438 27.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費    2,561 13.9 2,721 15.0   5,235 14.0

営業利益    2,472 13.4 1,947 10.7   5,203 13.9

Ⅳ 営業外収益 ※1  116 0.6 49 0.3   168 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※2  185 1.0 222 1.2   333 0.9

経常利益    2,403 13.0 1,774 9.8   5,037 13.5

Ⅵ 特別利益    7 0.0 ― ―   66 0.1

Ⅶ 特別損失 ※3  16 0.1 34 0.2   43 0.1

税引前中間(当期) 
純利益    2,394 12.9 1,740 9.6   5,061 13.5

法人税、住民税 
及び事業税   900   621 2,155   

法人税等調整額   84 984 5.3 64 685 3.8 △28 2,127 5.7

中間(当期)純利益    1,410 7.6 1,055 5.8   2,933 7.8



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

  

  

  

（注） 平成18年3月期の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本

資本金 
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年3月31日残高(百万円) 5,782 954 ― 954

中間会計期間中の変動額        

 剰余金の配当（注）        

 役員賞与（注）        

 利益準備金の積立（注）        

 別途積立金の積立（注）        

 中間純利益        

 自己株式の取得        

 自己株式の処分     0 0

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)        

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 0 0

平成18年9月30日残高(百万円) 5,782 954 0 955

  

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年3月31日残高(百万円) ― ― 1,934 1,934 △39 8,632

中間会計期間中の変動額            

 剰余金の配当（注）     △221 △221   △221

 役員賞与（注）     △13 △13   △13

 利益準備金の積立（注） 24   △24 ―   ―

 別途積立金の積立（注）   840 △840 ―   ―

 中間純利益     1,410 1,410   1,410

 自己株式の取得         △11 △11

 自己株式の処分         0 0

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)            

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 24 840 312 1,176 △10 1,165

平成18年9月30日残高(百万円) 24 840 2,246 3,110 △50 9,798

  
評価・換算差額等

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年3月31日残高(百万円) 1,392 ― 8,278 9,671 18,303

中間会計期間中の変動額          

 剰余金の配当（注）         △221

 役員賞与（注）         △13

 利益準備金の積立（注）         ―

 別途積立金の積立（注）         ―

 中間純利益         1,410

 自己株式の取得         △11

 自己株式の処分         0

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額) △315 △17 ― △333 △333

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △315 △17 ― △333 832

平成18年9月30日残高(百万円) 1,076 △17 8,278 9,337 19,136



当中間会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本

資本金 
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成19年3月31日残高(百万円) 5,782 954 0 955

中間会計期間中の変動額        

 剰余金の配当        

 利益準備金の積立        

 別途積立金の積立        

 中間純利益        

 自己株式の取得        

 自己株式の処分     0 0

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)        

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 0 0

平成19年9月30日残高(百万円) 5,782 954 0 955

  

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年3月31日残高(百万円) 46 840 3,526 4,412 △61 11,088

中間会計期間中の変動額            

 剰余金の配当     △295 △295   △295

 利益準備金の積立 29   △29 ―   ―

 別途積立金の積立   1,500 △1,500 ―   ―

 中間純利益     1,055 1,055   1,055

 自己株式の取得         △10 △10

 自己株式の処分         0 0

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)            

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 29 1,500 △769 759 △10 749

平成19年9月30日残高(百万円) 75 2,340 2,756 5,172 △72 11,838

  
評価・換算差額等

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年3月31日残高(百万円) 1,151 △15 8,278 9,415 20,503

中間会計期間中の変動額          

 剰余金の配当         △295

 利益準備金の積立         ―

 別途積立金の積立         ―

 中間純利益         1,055

 自己株式の取得         △10

 自己株式の処分         0

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額) △178 2 ― △176 △176

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △178 2 ― △176 573

平成19年9月30日残高(百万円) 972 △12 8,278 9,238 21,076



前事業年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

  

  

  

（注） 平成18年3月期の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本

資本金 
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 
平成18年3月31日残高(百万円) 5,782 954 ― 954

事業年度中の変動額        

 剰余金の配当（注）        

 剰余金の配当        

 役員賞与（注）        

 利益準備金の積立（注）        

 利益準備金の積立        

 別途積立金の積立（注）        

 当期純利益        

 自己株式の取得        

 自己株式の処分     0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)        

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 0 0

平成19年3月31日残高(百万円) 5,782 954 0 955

  

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年3月31日残高(百万円) ― ― 1,934 1,934 △39 8,632

事業年度中の変動額            

 剰余金の配当（注）     △221 △221   △221

 剰余金の配当     △221 △221   △221

 役員賞与（注）     △13 △13   △13

 利益準備金の積立（注） 23   △23 ―   ―

 利益準備金の積立 23   △23 ―   ―

 別途積立金の積立（注）   840 △840 ―   ―

 当期純利益     2,933 2,933   2,933

 自己株式の取得         △22 △22

 自己株式の処分         0 1

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)            

事業年度中の変動額合計(百万円) 46 840 1,591 2,477 △22 2,456

平成19年3月31日残高(百万円) 46 840 3,526 4,412 △61 11,088

  
評価・換算差額等

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年3月31日残高(百万円) 1,392 ― 8,278 9,671 18,303

事業年度中の変動額          

 剰余金の配当（注）         △221

 剰余金の配当         △221

 役員賞与（注）         △13

 利益準備金の積立（注）         ―

 利益準備金の積立         ―

 別途積立金の積立（注）         ―

 当期純利益         2,933

 自己株式の取得         △22

 自己株式の処分         1

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △241 △15 ― △256 △256

事業年度中の変動額合計(百万円) △241 △15 ― △256 2,199

平成19年3月31日残高(百万円) 1,151 △15 8,278 9,415 20,503



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法に基づく原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

   同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

   同左 

  ②その他有価証券 

   時価のあるもの 

     中間期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

  ②その他有価証券 

   時価のあるもの 

    同左 

  ②その他有価証券 

   時価のあるもの 

     期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

   時価のないもの 

    移動平均法に基づく原価法 

   時価のないもの 

    同左 

   時価のないもの 

    同左 

 (2) デリバティブ取引により生じ

る債権及び債務 

   時価法 

 (2) デリバティブ取引により生じ

る債権及び債務 

   同左 

 (2) デリバティブ取引により生じ

る債権及び債務 

   同左 

 (3) たな卸資産 

  ①製品・仕掛品 

   個別法に基づく原価法 

 (3) たな卸資産 

  ①製品・仕掛品 

   同左 

 (3) たな卸資産 

  ①製品・仕掛品 

   同左 

  ②半製品・原材料 

   総平均法に基づく原価法 

  ②半製品・原材料 

   同左 

  ②半製品・原材料 

   同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    建物は定額法、建物以外に

ついては定率法によっており

ます。 

    なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

   建物      15～50年 

   機械及び装置    10年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    建物は定額法、建物以外に

ついては定率法によっており

ます。 

    なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

   建物      15～50年 

   機械及び装置    10年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    建物は定額法、建物以外に

ついては定率法によっており

ます。 

    なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

   建物      15～50年 

   機械及び装置    10年 

     (会計処理の変更) 

    法人税法の改正((所得税法

等の一部を改正する法律 平

成19年3月30日 法律第6号)及

び(法人税法施行令の一部を

改正する政令 平成19年3月30

日 政令第83号))に伴い、当

中間会計期間から、平成19年

4月1日以降に取得したものに

ついては、改正後の法人税法

に基づく方法に変更しており

ます。 

    この結果、従来の方法に比

べて営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益が、6百万

円減少しております。 

  



  
前中間会計期間 

(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

     (追加情報) 

    当中間会計期間から、平成

19年3月31日以前に取得した

ものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年

から5年間で均等償却する方

法によっております。 

    この結果、従来の方法に比

べて営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益が、38百万

円減少しております。 

  

 (2) 無形固定資産 

   定額法によっております。 

    なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

    ただし、自社利用のソフト

ウエアについては、自社利用

可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。 

 (2) 無形固定資産 

   同左 

 (2) 無形固定資産 

   同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    売上債権等の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同左 

 (2) 賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に充て

るため、支給見込額(うち当

中間会計期間に帰属する額)

を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

   同左 

 (2) 賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に充て

るため、支給見込額(うち当

期に帰属する額)を計上して

おります。 

―――  (3) 役員賞与引当金 

    役員の賞与の支給に充てる

ため、当期における支給見込

額に基づき、当中間会計期間

相当額を計上しております。 

 (3) 役員賞与引当金 

    役員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額を計上して

おります。 

   (会計処理の変更) 

    当事業年度から「役員賞与

に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成17年11月

29日 企業会計基準第4号)を

適用しております。 

    この結果、従来の方法に比

べて営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益が、36百万

円減少しております。 



  
前中間会計期間 

(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

 (3) 製品保証引当金 

    工作機械のアフターサービ

ス費等に備えるため、売上高

を基準として過去の経験率に

より算定した額を計上してお

ります。 

 (4) 製品保証引当金 

   同左 

 (4) 製品保証引当金 

   同左 

 (4) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

    会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費

用処理しております。 

    数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年

数(10年)による按分額を翌期

より費用処理しております。 

 (5) 退職給付引当金 

   同左 

 (5) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当期末において発

生していると認められる額を

計上しております。 

    会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費

用処理しております。 

    数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年

数(10年)による按分額を翌期

より費用処理しております。 

 (5) 役員退職金引当金 

    役員の退職金の支給に充て

るため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

 (6) 役員退職金引当金 

   同左 

 (6) 役員退職金引当金 

    役員の退職金の支給に充て

るため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

  同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

  同左 

５ リース取引の処理方法 

  同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

    原則として繰延ヘッジ処理

によっております。なお、振

当処理の要件を満たしている

為替予約については振当処理

に、特例処理の要件を満たし

ている金利スワップ取引につ

いては特例処理によっており

ます。 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   同左 



  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    当中間会計期間にヘッジ会

計を適用したヘッジ手段とヘ

ッジ対象は以下のとおりであ

ります。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    当中間会計期間にヘッジ会

計を適用したヘッジ手段とヘ

ッジ対象は以下のとおりであ

ります。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    当期にヘッジ会計を適用し

たヘッジ手段とヘッジ対象は

以下のとおりであります。 

  ①ヘッジ手段…為替予約 

   ヘッジ対象…製品輸出による

外貨建売上債権 

  ①同左   ①同左 

  ②ヘッジ手段…金利スワップ等 

   ヘッジ対象…借入金利息 

  ②同左   ②同左 

 (3) ヘッジ方針 

    輸出取引に係る為替変動の

リスクに備えるためのみに、

輸出実績を踏まえながらその

残高の範囲内で為替予約取引

を行っております。また、借

入金の調達金利を固定化し変

動リスクを回避するため金利

スワップ取引等を行っており

ます。 

 (3) ヘッジ方針 

   同左 

 (3) ヘッジ方針 

   同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ手段の変動額の累計

額とヘッジ対象の変動額の累

計額を比較して、有効性を判

定することにしております。

ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては、

有効性の評価を省略しており

ます。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   同左 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  同左 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  同左 



会計方針の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間会計期間から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月9日 企業会計基準第5号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針第8

号）を適用しております。従来の資

本の部の合計に相当する金額は

19,153百万円であります。なお、中

間財務諸表等規則の改正により、当

中間会計期間における中間財務諸表

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準第5号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月9日 

企業会計基準適用指針第8号）を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は20,518百万円であ

ります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

  
前中間会計期間末 
(平成18年9月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年9月30日) 

前事業年度 
(平成19年3月31日) 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

15,217百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

15,201百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

15,283百万円 

※2 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のと

おりであります。(うち工場財団

設定分) 

建物 1,407百万円

  (1,384) 

機械及び装置 213  

  (213) 

土地 14,739  

  (14,635) 

計 16,361  

担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のと

おりであります。(うち工場財団

設定分) 

建物 1,443百万円

  (1,443) 

機械及び装置 186  

  (186) 

土地 14,635  

  (14,635) 

計 16,265  

担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のと

おりであります。(うち工場財団

設定分) 

建物 1,408百万円

  (1,385) 

機械及び装置 205  

  (205) 

土地 14,739  

  (14,635) 

計 16,353  

   担保付債務は次のとおりであり

ます。 

短期借入金 720百万円

長期借入金 3,060  

(うち１年以内 
返済予定額 

 
720

  
) 

計 3,780  

 担保付債務は次のとおりであり

ます。 

短期借入金 1,340百万円

長期借入金 1,845  

(うち１年以内
返済予定額 560) 

計 3,185  

 担保付債務は次のとおりであり

ます。 

短期借入金 600百万円

長期借入金 2,690  

(うち１年以内 
返済予定額 

 
700

  
) 

計 3,290  

 3 受取手形割引高 1,430百万円 ――― 受取手形割引高 1,170百万円

※4 消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産のそ

の他に含めて表示しておりま

す。 

消費税等の取扱い 

 同左 

――― 

※5  中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。な

お、当中間会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の中間

会計期間末日満期手形が、中間会

計期間末残高に含まれておりま

す。 

受取手形 101百万円

割引手形 200  

支払手形 1,472  

 中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。な

お、当中間会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の中間

会計期間末日満期手形が、中間会

計期間末残高に含まれておりま

す。 

受取手形 280百万円

支払手形 1,372  

 期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当事業

年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の期末日満期手形が期

末残高に含まれております。 

  

  

受取手形 61百万円

割引手形 100  

支払手形 1,583  

 6 ―――  運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行4行と貸出コミット

メント契約を締結しております。 

 当中間会計期間末における貸出

コミットメントに係る借入未実行

残高等は次のとおりであります。 

貸出コミット

メントの総額 

 

2,000

 

百万円

借入実行残高 800  

差引額 1,200  

 運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行4行と貸出コミット

メント契約を締結しております。 

 当事業年度末における貸出コミ

ットメントに係る借入未実行残高

等は次のとおりであります。 

貸出コミット

メントの総額 

 

2,000

 

百万円

借入実行残高 －  

差引額 2,000  



  
(中間損益計算書関係) 

  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年4月１日 至 平成18年9月30日） 

 自己株式に関する事項 

(注) 増加は全て単元未満株式の買取りによるものであり、減少は全て単元未満株式の売渡請求に係る売渡しによるものでありま

す。 

  

当中間会計期間（自 平成19年4月１日 至 平成19年9月30日） 

 自己株式に関する事項 

(注) 増加は全て単元未満株式の買取りによるものであり、減少は全て単元未満株式の売渡請求に係る売渡しによるものでありま

す。 

  

前事業年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 

 自己株式に関する事項 

(注) 増加は全て単元未満株式の買取りによるものであり、減少は全て単元未満株式の売渡請求に係る売渡しによるものでありま

す。 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

※1 営業外収益の主要項目 

受取利息 4百万円

営業外収益の主要項目 

受取利息 4百万円

営業外収益の主要項目 

受取利息 9百万円

※2 営業外費用の主要項目 

支払利息 56  

営業外費用の主要項目 

支払利息 44  

営業外費用の主要項目 

支払利息 103  

※3 特別損失の主要項目 

有形固定資産 
処分損 

16  

特別損失の主要項目 

有形固定資産
処分損 

34  

特別損失の主要項目 

有形固定資産 
処分損 

30  

 4 減価償却実施額 

有形固定資産 204  

無形固定資産 1  

減価償却実施額 

有形固定資産 272  

無形固定資産 1  

減価償却実施額 

有形固定資産 446  

無形固定資産 2  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 217,838 28,078 2,250 243,666 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 271,542 23,385 700 294,227 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 217,838 56,779 3,075 271,542 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

機械及 
び装置 498 209 288

その他 241 88 152

計 739 298 441

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円) 

機械及 
び装置 888 315 573

その他 312 121 191

計 1,201 437 764

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 

(百万円) 

機械及
び装置 659 252 407 

その他 248 112 136 
計 908 365 543 

「その他」の主なものは、工具、器

具及び備品であります。 

「その他」の主なものは、工具、器

具及び備品であります。 

「その他」の主なものは、工具、器

具及び備品であります。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

(注) 同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 117百万円

１年超 324  

合計 441  

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 174百万円

１年超 589  

合計 764  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 139百万円

１年超 403  

合計 543  

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(注) 同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 55百万円

減価償却費相当額 55  

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 90百万円

減価償却費相当額 90  

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 122百万円

減価償却費相当額 122  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

第150期（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）中間配当については、平成19年11月15日開催の取締役会に

おいて、平成19年9月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主または登録株式質権者に対

し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当金の総額            295百万円 

② １株当たり中間配当金          4円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成19年12月7日 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  
  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第149期) 
自 平成18年4月１日 

至 平成19年3月31日 
  

平成19年6月29日 

関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月13日

大 阪 機 工 株 式 会 社 

取  締  役  会  御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大阪機

工株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年4月1日から平成18

年9月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等

変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、大阪機工株式会社及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新 日 本 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  中 川 一 之 ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  小 竹 伸 幸 ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  佐 藤 陽 子 ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月12日

大 阪 機 工 株 式 会 社 

取  締  役  会  御 中 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る大阪機工株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成19年4月1日か

ら平成19年9月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、大阪機工株式会社及び連結子会社の平成19年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新 日 本 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  中 川 一 之 ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  竹 川   清 ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  佐 藤 陽 子 ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月13日

大 阪 機 工 株 式 会 社 

取  締  役  会  御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大阪機

工株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第149期事業年度の中間会計期間(平成18年4月1日から平成18年

9月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、大阪機工株式会社の平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年4月1日か

ら平成18年9月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新 日 本 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  中 川 一 之 ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  小 竹 伸 幸 ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  佐 藤 陽 子 ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月12日

大 阪 機 工 株 式 会 社 

取  締  役  会  御 中 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る大阪機工株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第150期事業年度の中間会計期間(平成19年4月1日から

平成19年9月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、大阪機工株式会社の平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成19年4月1日か

ら平成19年9月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新 日 本 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  中 川 一 之 ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  竹 川   清 ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  佐 藤 陽 子 ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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